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序     文 
 

タンザニア連合共和国においては、全人口の約60～80％が農村地域に居住しています。タンザ

ニアの農業の特筆すべき点は、全農家戸数の半数以上を占める、自給自足的農業を営む小規模農

家が担い手であり、その多くが天水農業に依存していることが挙げられます、タンザニア連合共

和国政府の重点政策課題である貧困の削減のためには、小規模農家を中心とする灌漑開発が重要

視されています。 

独立行政法人国際協力機構は、タンザニア連合共和国政府の要請に基づき、技術協力プロジェ

クト｢県農業開発計画（DADP）灌漑事業ガイドライン策定・訓練計画｣平成19年（2007）2月から

3カ年の計画で実施しました。 

同プロジェクトの実施を通じて、県政府が灌漑事業を実施するためのガイドラインが確立した。

一方、今後当該ガイドラインの全国普及活動を行いつつ、全県の灌漑スタッフほか関係者の灌漑

施工管理及び維持管理の能力強化が必要であることが明らかとなりました。 

このような状況の下、タンザニア連合共和国政府は、本技術協力プロジェクトをわが国に要請

し、同要請に基づき、当機構は、協力の枠組みについて協議を行うことを目的として、平成22年

（2010）2月22日から3月11日まで、当機構農村開発部乾燥畑作地帯第一課長 星 弘文を団長とす

る詳細計画策定調査団を現地に派遣しました。 

ここに本調査にあたりましてご協力を賜りました関係各位に対して深甚なる謝意を表しますと

ともに、今後とも本件技術協力プロジェクトの成功のために、引き続きご指導、ご協力いただけ

ますようお願い申し上げます。 

 

平成24年8月 

 

独立行政法人国際協力機構 

農村開発部長 熊代 輝義 
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ASCO Assistant Sub-Component Officer 国家灌漑開発サブ・コンポーネント担当
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ASDP Agricultural Sector Development Programme 農業セクター開発プログラム 

ASDS Agricultural Sector Development Strategy 農業セクター開発戦略 

ASLMs Agricultural Sector Leading Ministries 農業セクター主要省庁（5省庁） 

BWO Basin Water Office 河川流域管理事務所 

CARD Coalition for African Rice Development アフリカ稲作振興のための共同体 

CCM Chama Cha Mapinduzi 

（People’s Revolutional Party） 

人民革命党 

DACBG District Agricultural Capacity Building Grant 県農業能力開発無償（交付金） 

DADG District Agricultural Development Grant 県農業開発無償（交付金） 

DADPs District Agricultural Development Plans 県農業開発計画 
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Services, MOWI 
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G/L Guidelines ガイドライン 
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MOWI Ministry of Water and Irrigation 水・灌漑省 
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第１章 詳細計画策定調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯 

タンザニア連合共和国（以下、「タンザニア」と記す）における灌漑開発事業のうち、ウォータ

ーハーベスティングや既存灌漑施設の改修事業等の小中規模灌漑事業（500ha以下）の実施主体は、

地方分権化の流れを受け、「農業セクター開発プログラム（2002年策定）」“Agricultural Sector 

Development Strategy：ASDP”により、国（中央政府）から県（地方政府）へと移管された。すな

わち、各県は、「県農業開発計画」“District Agricultural Development Plans：DADP”に沿って、水・

灌漑省（Ministry of Water and Irrigation：MOWI）灌漑技術サービス局（Division of Irrigation and 

Technical Services, MOWI：DITS）及びその地方の出先機関である灌漑ゾーン事務所1（全国7カ所）

の支援の下、小規模灌漑事業を主体的に実施することとなった。しかしながら、県によっては灌

漑技術者がいない、または、灌漑技術者がいる場合でも灌漑技術者の経験・能力は十分ではない。

また、県灌漑技術者が参照し得る灌漑事業全般に関するガイドラインも整備されていなかったた

め、県による自立的な灌漑事業の計画・実施が困難な状況にあった。 

わが国は、2001年から2004年まで開発調査「全国灌漑マスタープラン調査」を実施し、タンザ

ニア国全国を対象とした灌漑開発マスタープラン（M/P）と活動計画を策定するとともに、実証調

査を通じて、「DADP灌漑案件形成ガイドライン」（G/L）の策定と灌漑開発に関するデータベース

の構築に取り組んだ。しかしながら、当該M/P調査で策定されたガイドラインは必ずしもタンザニ

アにおける地方分権化やASDPにおける事業実施方法に適応しておらず、現場において活用されて

いなかった。 

上記のような状況を受け、タンザニア政府からの要請に基づき、国際協力機構（JICA）は、2007

年12月から2010年1月末まで小規模灌漑事業の質の向上を図ることを目的とした技術協力プロジ

ェクト「DADP灌漑事業ガイドライン策定・訓練計画」2を実施している。具体的には、上記「DADP

灌漑案件形成ガイドライン」の改定を行うとともに施工管理、維持管理及び研修を追加した包括

的な①「DADP灌漑事業ガイドライン」の策定、②県の事業実施を技術的に支援する灌漑ゾーン事

務所の能力強化、及び③灌漑ゾーン事務所による訓練を通した県灌漑術者の灌漑事業実施能力強

化の支援を対象4灌漑ゾーンを中心に行っている。 

2009年9月に実施した終了時評価調査の結果、同プロジェクトは着実に成果を上げていることが

確認された。具体的には、全国で2006/07年度から2009/10年度にかけて案件申請数が11倍に、案件

採択数が18倍になり、2006/07年度から2008/09年度灌漑面積が約31,000ha増加することに貢献した

（図１－１及び１－２）。しかしながら、①同G/Lの全国普及、②更なる灌漑事業の推進のための

県灌漑技術者の施工管理能力の強化及び③灌漑組合による運営維持管理能力の強化等の課題も明

らかになった。それらの課題を解決することを目的とした技術協力プロジェクトがタンザニア国

政府から要請された。 

本調査は、タンザニア政府からの協力要請の背景、内容を確認し、当該プロジェクトの事前評

                                                        
1 タンザニアにおける政府の出先機関は、国、州、県、郡の4レベルに設置されることが多いが、国と州の中間に位置する「ゾ

ーン」レベルに設置される分野もあり、灌漑ゾーン事務所はそれにあたる。 
2 案件形成から施工管理、灌漑施設維持管理まで含む一連の灌漑事業が適切なものとなるよう示した手引書。先行案件「県農業

開発計画（DADP）灌漑事業ガイドライン策定・訓練計画」において策定を支援した。主に稲作栽培を行う灌漑地区での適用

を想定した内容となっている。 
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価を行うために必要な情報を収集、分析し、プロジェクト活動や投入等の協力の枠組みについて

先方政府関係機関（水・灌漑省等）と協議を行い、協力の枠組みを評価5項目の観点から評価し、

協力計画を策定することを目的とすることとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：同案件フェーズ1プロジェクト提供データ 

 

図１－１ 県灌漑開発基金（DIDF）への申請・採択件数の推移（2006～2010年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：同案件フェーズ1プロジェクト提供データ 

 

図１－２ 灌漑面積の推移（2004～2008年） 
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１－２ 詳細計画策定調査団派遣の目的 

本調査団派遣の目的は以下のとおりである。 

（１）本プロジェクトの要請の背景を確認するとともに、タンザニア国政府及びドナーより追加

情報の収集を行い、これを基に、基本計画（達成目標、成果、活動、投入、協力期間、裨益

対象等）について策定する。 

 

（２）（１）の基本計画案及びプロジェクトの実施体制（関係機関、人員、予算）について先方と

協議を行い、併せてPDM案及びプロジェクト実施期間全体の暫定実施計画案を作成し、先方

と協議議事録（M/M）で確認する。 

 

（３）プロジェクトの妥当性の確認のため、評価5項目の視点で評価を行う。特にプロジェクト実

施の妥当性について調査する。 

 

１－３ 調査団の構成 

調査団の構成は、以下のとおりである。 

担当分野 氏名 所属 日程 

総括 星 弘文 JICA農村開発部乾燥畑作地帯第一課長 2月27日～3月11日

灌漑施工管理 國廣 博昭 農林水産省農村振興局設計課 海外土地改良

技術室 海外技術調整係長 

2月22日～3月7日 

評価管理 藤原 和幸 JICA農村開発部乾燥畑作地帯第一課ジュニア

専門員 

2月22日～3月6日 

 

１－４ 調査日程 

現地調査は、2010年2月22日から3月11日までの期間で実施された。調査日程の概要は、以下の

とおりである。 

 

日 数 月/日 曜日 時間 内 容 

1 2月22日 月 19：50 東京発<JL 185>（國廣・藤原団員） 

2 2月23日 火 15：25 ダルエスサラーム（DSM）着<EK 725>（國廣・藤原団員） 

3 2月24日 水 11：00 JICAタンザニア事務所長表敬 

14：00 水・灌漑省灌漑技術サービス局長表敬 

14：30 同省同局との打合せ 

4 2月25日 木 12：30 DSMよりモロゴロへ移動 

15：30 モロゴロ灌漑ゾーン事務所表敬 

5 2月26日 金 08：30 モロゴロ・ルーラル県知事表敬 

モロゴロ・ルーラル県事務所 意見交換 

現地踏査（Mbalangwe灌漑地区視察） 

6 2月27日 土 08：30 

 

現地踏査（Kiroka・Mvumi灌漑地区視察） 

灌漑組合等関係者との意見交換 

午後 モロゴロ→DSM 

東京発<JL 185>（星団長） 
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7 2月28日 日  資料整理 

15：25 DSM着<EK 725>（星団長） 

団内打合せ 

8 3月1日 月 10：00 JICAタンザニア事務所長表敬（現地踏査報告） 

14：00 MOWI-DITS副局長表敬、打合せ 

9 3月2日 火 10：00 

 

農業・食糧安全保障・協同組合省（MAFC）研修局（DT）と

の打合せ 

11：00 日本人専門家（TANRICE）との意見交換 

14：00 第1回M/M協議 

10 3月3日 水 09：00 第2回M/M協議 

11 3月4日 木  M/M最終調整、情報収集 

12 3月5日 金  M/M最終調整、情報収集 

調査団内打合せ、資料作成・整理 

13 3月6日 土  資料作成・整理（星団長） 

 DSM発アルーシャ行き（藤原団員） 

17：20 DSM発東京行き<EK 726>（國廣団員） 

14 3月7日 日 19：55 資料作成・整理（星団長） 

 東京着<JL 188>（國廣団員） 

15 3月8日 月  資料作成・整理（星団長） 

16 3月9日 火  M/M署名（星団長） 

JICAタンザニア事務所報告（星団長） 

17 3月10日 水  在タンザニア日本大使館報告（星団長） 

17：20 DSM発東京行き<EK 726>（星団長） 

18 3月11日 木  東京着<JL 188>（星団長及び藤原団員） 

 

１－５ 主要面談者 

本調査においての主要面談者は、以下のとおりである。 

（１）タンザニア国側 

１）水・灌漑省（MOWI）灌漑技術サービス局（DITS） 

Eng. Mbogo Futakamba 灌漑技術サービス局 局長 

Eng. R. Daluti 灌漑技術サービス局 副局長 

Eng. Ally Simba 灌漑技術サービス局 灌漑技術者 

２）モロゴロ灌漑ゾーン事務所（ZITSU） 

Eng. A. Ruhangisa モロゴロ灌漑ゾーン事務所長 

３）農業・食糧安全保障・協同組合省（MAFC）研修局（DT） 

Mr. Masuya 研修局長補 

 

（２）日本側関係者 

１）在タンザニア日本大使館 

中川 坦 特命全権大使 
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２）JICAタンザニア事務所 

勝田 幸秀 所長 

３）JICA専門家 

富高 元徳 灌漑農業技術普及支援体制強化計画プロジェクトチーフアド

バイザー 

    

主要面談者の詳細情報は、付属資料２のとおりである。 

 

１－６ 調査手法・内容・評価項目 

（１）調査手法 

本評価調査は、既存資料の確認、質問項目、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）

（案）、活動計画（PO）（案）の作成を国内で行い、現地派遣における調査を進めた。質問項

目に基づき、現地関係機関からの聞き取り調査をとおして情報収集を行った。調査団はプロ

ジェクトの事業実施サイトを視察し、現地住民や関係者からの聞き取りを行った。 

主な情報データ入手方法、調査内容は下記のとおりである。 

    

本評価調査では、定性的・定量的データを以下の方法で収集した。 

・ 既存資料レビュー（プロジェクト報告書・各種資料等） 

・ キーインフォーマント・インタビュー（水・灌漑省灌漑技術サービス局職員、灌漑ゾー

ン事務所（ZITSU）職員、県灌漑技術者、実証サイト農民グループ他） 

・ 直接観察（フィールド踏査、実証サイト1カ所） 

 

１）既存資料の確認 

タンザニアでの現地調査に先立ち、報告書などの関連資料等の確認を行った。また、現

地では、タンザニア側からの要請内容を把握し、前述開発調査団の報告を確認するととも

に、進捗状況の聞き取りを行った。 

２）聞き取り調査 

現地調査に先立ち、タンザニア政府実施機関である水・灌漑省灌漑技術サービス局職員

等関係者に対して聞き取りを行った。また、現地調査の際には、ZITSU職員、県灌漑技術者、

実証サイト農民グループ他から対象地域の灌漑開発等の現状を聞き取り調査するとともに、

裨益者である対象地域の農家から直接、状況を聞き取り、その他、関連する情報・データ

の収集を行った。 

３）現場視察 

対象地域に建設中の灌漑スキームを視察し、灌漑建設進捗状況などにかかる現場視察を

行い、聞き取りを行った。また、対象地域のZITSU及びモロゴロ州政府を訪問し、事業の現

状、整備状況等に関して、担当者から説明を受けた。また、地域の灌漑事業の開発計画や

運営状況について、確認を行った。 

 

（２）調査内容 

以下の点について精査すべく調査を行った。 
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１）適切な案件名、協力期間 

２）実施機関と実施機関との連携 

本技術協力プロジェクトでは、灌漑施設の維持管理能力の強化に向けて、実地研修の実

施を計画している。当該分野（特に農民研修）は農業・食糧安全保障・協同組合省研修局

（Ministry of Agriculture, Food Security and Cooperatives：MAFC/DT）所掌でもあることから、

同局とも連携して活動を実施するため、同局関係者と協議を行うことが重要である。また、

本技術協力プロジェクトと技術協力プロジェクト「灌漑農業技術普及支援体制強化計画プ

ロジェクト」（TANRICE）の間でも有機的な連携の可能性を探る。これにより、本技術協力

プロジェクトにより灌漑開発を支援したあと、TANRICEで農民研修を実施することにより、

灌漑開発にとどまることなく、コメ生産性向上まで一貫した支援が可能となる。 

２）裨益対象 

前案件での支援対象灌漑ゾーンと非支援灌漑ゾーンとの支援方法に工夫が必要である。 

３）必要とされる投入（特に日本側、長期専門家の専門分野及び役割） 

本技術協力プロジェクトによる長期派遣専門家の主業務は、MOWIでの県灌漑開発基金

（District Irrigation Development Fund：DIDF）申請案件の選定、全7灌漑ゾーン地区における

研修・ワークショップなどにおける技術・専門的支援並びに事業の成果の報告及びモニタ

リング体制の整備への支援等が期待されると考えられる。また、タンザニアにおいては、

アフリカ稲作振興のための共同体（Coalition for African Rice Development：CARD）イニシ

アティブの推進は灌漑開発が中心となる予定であり、小規模灌漑開発の観点から本技術協

力プロジェクトが果たす役割は大きく、CARDの推進を念頭に置いた活動を展開する必要が

あることから、特に「チーフアドバイザー/灌漑開発」には、CARDにおける灌漑開発の推

進の観点から政府・ドナーとの連携・調整業務を担っていくことが期待される。 

４）上位目標、プロジェクト目標、成果（アウトプット）にかかる適切な指標 

５）ガイドラインの運用に関する簡易技術マニュアルの作成の必要性の検討 

６）DADPによる全事業の同一報告との調和が必要 

７）技術協力プロジェクト「よりよい県農業開発計画作りと事業実施体制作り支援プロジェ

クト」との連携 

８）対象とする灌漑地区の数、対象地区の選定基準 

９）首相府地方自治庁（PMO-RALG）では、地方自治体開発交付金システム（LGDG）のうち

各セクターに分かれている開発資金（農業セクターの場合DADP）の統合に向け動きつつあ

る。また、2013年6月のLGDGの覚書（MOU）の有効期間の終了する2013年6月以降には、

タンザニア国財務省及びPMO-RALGは、LGDG全体の一般財政支援への移行を求めている。

本技術協力プロジェクトの財源となるDIDFはDADPの一部を形成していることから、これ

らの影響が懸念される。今後の動きを注視する必要がある。 

 

（３）評価項目 

本技術協力プロジェクトは、評価5項目の観点から検証される。評価5項目の各項目の定義

は、表１－１のとおりである。 
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表１－１ 評価5項目の定義 

評価5項目 JICA事業評価ガイドラインによる定義 

1. 妥当性 プロジェクトのめざしている効果（プロジェクト目標や上位目標）が受益者のニ

ーズに合致しているか、問題や課題の解決策として適切か、相手国と日本側の政

策との整合性はあるか、プロジェクトの戦略・アプローチは妥当か、公的資金で

あるODAで実施する必要があるかなどといった「援助プロジェクトの正当性・

必要性」を問う視点。 

2. 有効性 プロジェクトの実施により、本当に受益者もしくは社会への便益がもたらされて

いるのか（あるいはもたらされるのか）を問う視点。 

3. 効率性 主にプロジェクトのコスト及び効果の関係に着目し、資源が有効に活用されてい

るか（あるいはされるか）を問う視点。 

4. インパクト プロジェクトの実施によりもたらされる、より長期的、間接的効果や波及効果を

見る視点。この際、予期しなかった正・負の効果・影響も含む。 

5. 自立発展性 援助が終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続しているか（あるいは持

続の見込みはあるか）を問う視点。 
出所：「プロジェクト評価の手引き（JICA事業評価ガイドライン）」、2004年2月 
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第２章 プロジェクト実施の経緯 
 

２－１ 要請の背景 

タンザニアにおける農業は、GDPの約25％以上、輸出総額の約4割を占め、人口の3分の2の生計

を支えている基幹産業であるが、大部分が天水に依存する小規模生産形態であり、干ばつなどの

自然条件の変動に農業生産が大きく影響されている。灌漑開発は農業生産を改善するための重要

な手段であり、農村地域における貧困緩和に対して効果的なアプローチの1つであるととらえられ

ている。 

タンザニア国における灌漑開発事業は、かつて中央の農業・食糧安全保障・協同組合省（MAFC）

灌漑技術サービス局（DITS）（当時）及びDITSの地方の出先機関である灌漑ゾーン事務所（全国7

カ所）の管轄下にあったが、2002年に策定された「農業セクター開発プログラム」（ASDP）にお

いて、雨水利用による灌漑事業や既存灌漑施設の改修事業などの小規模灌漑事業（500ha以下）は、

ASDPに基づき県ごとに策定される「県農業開発計画」（DADPs）に沿って、県（全133県）が事業

主体として実施することとなった。 

ASDPの予算の約8割は、世界銀行、国際農業開発基金（IFAD）をはじめとする各ドナーが資金

を拠出するバスケットファンドにより確保されており、地方分権化の流れに従いASDP予算の75％

はDADPに基づき地方に配賦されることとなっている。特に灌漑開発に関してはDIDFが別途立ち

上げられており、世界銀行がASDPバスケットファンドへの拠出とは別にDIDFに対し62.5百万USD

の拠出を決定している。このように、各県は小規模灌漑事業を実施することとなり資金も確保さ

れたものの、県の灌漑技術者の数や経験・能力不足がボトルネックとなり適切な灌漑開発が進ま

ない状況にある。 

わが国は、灌漑開発推進のための体制強化及び灌漑開発人材の能力強化のため、2001年から2004

年まで開発調査「全国灌漑マスタープラン調査」を実施し、タンザニア国全土を対象とした灌漑

開発マスタープラン（M/P）と行動計画を策定するとともに、実証調査を通じて、「DADPs灌漑案

件形成ガイドライン」の策定と灌漑開発に関するデータベースの構築に取り組んだ。右M/P調査で

策定されたガイドラインの現場での活用を促進させ、小規模灌漑事業の質の向上を図るため、JICA

は2007年12月から2010年1月末まで技術協力プロジェクト「県農業開発計画（DADP）灌漑事業ガ

イドライン策定・訓練計画」を実施した。具体的には、上記ガイドラインの改定を行うとともに

①施工管理、維持管理及び研修を追加した｢DADPs包括的灌漑事業ガイドライン｣の策定 ②県の事

業実施を技術的に支援する灌漑ゾーン事務所の能力強化 ③灌漑ゾーン事務所による訓練を通じ

た県灌漑技術者の灌漑事業実施能力強化の支援について対象4灌漑ゾーンを中心に行った。 

2009年9月に実施した終了時評価調査の結果、同プロジェクトはDIDFへの案件申請数や採択数の

増加、また灌漑面積の拡大など着実に成果を上げていることが確認されたが、①｢DADPs包括的灌

漑事業ガイドライン｣の全国普及 ②更なる灌漑事業推進のための県灌漑技術者の施工管理能力の

強化 ③灌漑組合による運営維持管理能力の強化などの課題も明らかになった。それら課題を解決

することを目的とした技術協力プロジェクトがタンザニア国政府から要請された。 
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２－２ タンザニアの政策上の位置づけ 

タンザニア政府は、同国の中長期開発戦略である貧困削減戦略書（PRSP、2000年策定、2005年

には「成長と貧困削減のための国家戦略」（NSGRP）として改訂）において、農業セクター開発を

貧困削減及び経済成長のための重要課題と位置づけ、「農業セクター開発戦略」（ASDS）において、

同国農業の活性化をめざした戦略を2001年に策定している。これに基づき2002年には、「農業の生

産性と収益性を向上させる環境を作り出すことを通じて、農民の収入を向上させる」というASDS

の目標を実現するために「農業セクター開発プログラム」（ASDP）が策定され、ASDPバスケット

ファンドを通じ県に農業分野の開発予算を配分している。 

灌漑開発においては、灌漑高ポテンシャルとよばれる全国の230万haの地域のうち、既存2,481

灌漑地区のポテンシャル面積は156万haあるが、その約31万haのみが開発されている。タンザニア

国政府は今後毎年3万haの開発をめざしており、灌漑開発推進は重要視されている。2009年6月タ

ンザニア国首相は、新たな農業振興政策「キリモクワンザ（Kilimo Kwanza、農業第一の意味）」を

発表しており、農業分野への予算配分の大幅な引き上げ、税制の抜本的見直し、農業開発銀行の

設置、国有農園の払い下げ、官民パートナーシップの促進、土地や水資源管理の制度強化等、食

糧増産さらに、そのための灌漑を含む農業インフラ開発支援を重要な施策として掲げている。 

 

２－３ わが国援助政策との関連、JICAの事業方針上の位置づけ（プログラムにおける位置づけ） 

わが国は、貧困の削減、社会開発、経済的自立に向けた産業支援等を対アフリカ援助の重点課

題とする政府開発援助に関する中期政策を踏まえ、対タンザニア国別援助計画においては「安定

的な経済成長と貧困削減の好循環の形成・促進」を上位目標と位置づけ、｢成長と所得貧困の削減｣

のため、約3分の2の人口の生計を支え、成長と貧困削減の両面に深く関わる農業を重点分野の1つ

として支援することとしている。 

また、わが国は、2008年開催の第4回アフリカ開発会議（TICAD IV）の横浜行動計画において、

灌漑開発10万haの目標を掲げるなど灌漑開発を重要な分野と位置づけている。同時に発表された

「アフリカ稲作振興のための共同体」（CARD）において、サブサハラ・アフリカにおけるコメ生

産倍増を掲げており、その支援対象国第1グループに選定されているタンザニア国において、灌漑

開発による栽培面積の増加、単収増加を通じ、稲作振興に貢献する当案件を実施する意義は高い。 

JICAの事業方針では、｢成長と所得貧困の削減｣のため、農業分野でタンザニア国政府のASDPを

支援する姿勢を堅持するとともに、｢政策支援｣｢灌漑開発支援｣｢人材育成｣｢稲作技術の向上とその

普及｣を中心に支援することとしている。本技術協力プロジェクトは｢農業セクター開発プログラ

ム｣の灌漑開発支援に位置づけられる。 

 

２－４ タンザニア国県農業開発計画（DADP）灌漑事業ガイドライン策定・訓練計画 

本プロジェクトは、先行案件の成果をベースに実施することは、上述のとおりである。特に、

教訓と提言について、参考情報として、両プロジェクトについて以下、簡単に説明する。 

 

（１）プロジェクト目標の達成見込み 

プロジェクト目標：4灌漑ゾーン事務所及び同事務所が管轄する県灌漑技術者の灌漑事業案

件形成、実施、運営管理に係る能力が強化される。 
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本プロジェクトで意図した能力強化は、G/Lの策定、県灌漑技術者に対する技術支援体制強

化、ターゲットグループに対する研修と一部地域における実証事業を通して図られるレベル

であるとの認識のもとで、プロジェクト目標はおおむね達成されていると判断される。案件

形成G/LはDIDFへのすべてのプロポーザルにおいて既に活用されており（指標１）、他方で事

業実施と維持管理G/Lにおいては、G/Lが広く配布されていないことから現場レベルでの活用

には至っておらず、特に維持管理G/Lの活用度合いは限られたものとなっている。しかしなが

ら、灌漑ゾーン事務所・県両レベルの灌漑スタッフはすべてのG/L研修（案件形成から維持管

理に至るまで）に参加しており、G/Lの完成後各県に配布されればこれらは各灌漑開発スキー

ムで活用されることが期待されている。 

灌漑ゾーン事務所（ZITSU）における研修講師育成については、モロゴロ灌漑ゾーン4名、

キリマンジャロ灌漑ゾーンで5名のスタッフが県灌漑スタッフに対するG/L研修で講師を務め

た。ムベヤ・ムトワラ灌漑ゾーンについても、各ゾーン2名のスタッフがG/L研修講師として

育成されている（指標２）。 

 

（２）各アウトプットの達成状況 

アウトプット１：DADP灌漑事業の計画・実施・維持管理のためのガイドライン（以下、G/L）

が関係者とともに策定される。 

    

アウトプット１は、おおむね達成されている。プロジェクトは6回のワークショップ（案件

形成1回、事業実施4回、維持管理/研修1回）を実施し、DITSや全国7カ所の灌漑ゾーン事務所、

その他関係者の幅広い参加により本G/Lの内容の協議を行った（指標1-1）。県レベルでは県灌

漑技術者を含む灌漑スタッフに対し研修を実施し、9割以上の参加者が灌漑ゾーン事務所の支

援を得られれば本G/Lを活用することができると回答している（指標1-2）。事業実施に係る実

証事業については進捗に遅れがみられるもののプロジェクト終了までには工事が完了する見

込みがある。なお、維持管理の実証についてはモロゴロ灌漑ゾーン内の灌漑スキームにて2008

年12月に終了し、結果はG/L上にも反映済みである。 

アウトプット１にかかるプロジェクト終了までの課題としては、１）2つの事業実施実証サ

イト（モロゴロ、キリマンジャロ灌漑ゾーン）の実証工事を速やかに終わらせること、２）

分冊になっているG/Lを1つの包括的G/Lに取りまとめること、３）2010年10月に予定されてい

るワークショップの結果を反映し、G/Lを最終化すること、の3点が挙げられる。 

    

アウトプット２：県灌漑技術者に対する技術支援体制が強化される。 

    

アウトプット２は、活動計画（PO）に準じて達成されている。灌漑ゾーン事務所により提

供される技術サービスの内容はG/L上に明記され、G/L研修やワークショップを通じて県・灌

漑ゾーン両レベルの灌漑スタッフに共有された（指標2-1）。灌漑ゾーン事務所から県に対して

提供された技術サービスの件数については、対象4灌漑ゾーン内のDIDF申請が増加しており、

DIDFの申請にはゾーン事務所の技術支援による書類の作成が必須となっていることから、そ

の支援件数も増加しているといえる（指標2-2）。 

アウトプット２にかかる今後の課題としては、包括的G/Lの普及及び県技術者への研修計画
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を策定し、その実施にあたっての組織内の役割分担を県・灌漑ゾーン両レベルにおいて明確

にすることが挙げられる。 

 

（３）評価結果の要約 

実証事業の一部に遅れが見られるものの、本プロジェクトはこれまで順調な進捗を見せて

いる。プロジェクト目標は、おおむね達成されており、今後はより多くの県灌漑スタッフが

G/Lに順じて灌漑開発を実施していくことで、理論面だけでなく実践面での知識・技術力の向

上が図られることが期待される。評価5項目に関しては、妥当性は高く、有効性はおおむね確

保されており、効率性は適度であった。対象ゾーンと県の両レベルにおいて正のインパクト

が確認され、G/Lに関する情報は対象ゾーン以外の地域にも伝えられた。本プロジェクトの自

立発展性は中程度に確保されているといえる。 

 

（４）提言と教訓 

１）提言 

調査結果に基づき、調査団は以下のとおり提言を行った。 

① プロジェクト終了までの課題 

・ DITS及びプロジェクトは実証事業の進捗をモニターし、実証事業が速やかに終わるよ

うにフォローアップすること。 

・ DITS及びプロジェクトは、案件形成G/Lと事業実施G/Lを1つに取りまとめ、10月のワ

ークショップの協議結果も反映してG/Lを最終化すること。 

・ DITS及びプロジェクトは、活動計画に沿って、他ゾーン関係者へのG/Lセミナーを開催

すること。 

・ プロジェクトは、DITSに対して、活動計画に沿ってG/L普及と県灌漑技術者の研修計画

を策定すること。 

② G/Lの改訂・アップグレード 

・ G/Lは定期的に改訂・アップグレードされ、将来的には代替的な灌漑手法にも対応でき

るものにすること。 

・ 上記②にあるG/L改訂・アップグレードを実施するために、DITS内の担当セクション・

担当者を明確にすること 

③ 組織内外の役割分担 

・ DITSは、G/Lの県への配布状況についてフォローアップすること。 

・ 県はG/Lに規定された各手続きの進捗状況をフォローアップできる体制を整備すること。 

④ 研修計画 

・ 研修を通じて県の灌漑開発事業にかかるオーナーシップ醸成・向上を図ること。 

・ 県は灌漑技術者の更なる育成のために、県農業スタッフ能力強化無償（DACBG）を活

用し、研修予算を確保すること。 

・ DITSは県と協力し、研修実施のための関係機関を特定し、調整すること。 

 

２）教訓 

・ G/Lは、相手国政府の案件形成や予算申請上の手続きに呼応した形で策定されたため、実
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際に活用されるに至った。その策定過程ではワークショップや研修を通じた参加型プロ

セスが重視されたことにより、G/L使用者やその他関係者の理解促進やオーナシップの醸

成につながった。 

・ ASDPバスケットファンドなどの財政支援が導入されている国において、同ファンドに協

調した形でプロジェクトを実施したことにより、相手国側のローカルコスト負担を比較

的柔軟に得ることが可能であった。 

・ G/L策定にあたっては、農民及び県灌漑スタッフ自身が灌漑開発スキームの形成、実施、

維持管理に参画できる難易度の内容に設定した。その結果、農民及び県灌漑技術者の能

力向上に一定の効果を得た。将来的には、農民及び県灌漑技術者の能力が更に向上し、

より大規模かつ高度な技術的レベルの灌漑開発が拡大されていくことが期待される。 

 

３）実証事業の効果について 

・ 実証事業の活動は、県灌漑スタッフの能力強化に効果的であった。灌漑技術の習得にあ

たっては、座学による研修やワークショップのみではなく、現場レベルの経験が灌漑ス

タッフの知識・経験を深めるために有効である。 

・ プロジェクト目標に能力強化・向上を掲げる際には、プロジェクトによる協力の前後で

どのような具体的変化を想定しているのかを明確にし、その変化を図るための指標をあ

らかじめ設定することが望ましい。 

・ プロジェクトの投入が適切なタイミングになされるためには、二国間の関係者はプロジ

ェクトの投入計画・活動内容に関してプロジェクト開始時に合意しておくことが重要で

ある。 
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第３章 技術協力プロジェクトの基本計画 
 

３－１ プロジェクトの内容 

（１）技術協力プロジェクト名称の変更 

両者は、要請された技術協力プロジェクト名を「県農業開発計画（DADPs）灌漑事業推進

のための能力強化計画」へ変更することに合意した。 

 

（２）戦略 

技術協力プロジェクト「県業開発計画（DADP）灌漑事業ガイドライン策定・訓練計画」の

下で行われたガイドラインの策定、研修及び実証事業の経験に基づき、JICAは、DADP及び

ASDPの国家灌漑開発サブ・コンポーネント（NIDSC）の枠組みの下、灌漑事業実施及び維持

管理における地方政府の能力にかかる課題へ対処すべく、DITSを継続して支援する。 

本技術協力プロジェクトの主な活動は以下のとおりである。 

１）全7灌漑ゾーン地区の灌漑ゾーン事務所及び県の灌漑スタッフに対する包括的ガイドライ

ン（G/L）の全国普及へ技術・専門的支援を行う。特に先行案件の技術協力プロジェクトで

は対象とされていなかった3灌漑ゾーン〔ムワンザ、ダボラ及び中央（セントラル）〕及び

新規雇用スタッフへの支援に注意を払う。 

２）選定された灌漑スキームの灌漑ゾーン事務所及び県の灌漑スタッフ並びに灌漑組合への

灌漑事業の実施（計画策定、制度設置、事前調査（F/S）、設計、入札及び契約管理並びに施

工管理）及び維持管理のための実務研修（OJT）へ技術・専門的支援を行う。 

３）維持管理のための県灌漑スタッフへの研修指導者育成研修（ToT）へ技術・専門的支援を

行う。 

 

（３）技術協力プロジェクト実施機関 

１）実施機関：水・灌漑省灌漑技術サービス局（DITS） 

２）協力機関：農業・食糧安全保障・協同組合省（MAFC）政策計画局（DPP）及び同省研修

局（DT） 

同省研修局は、農業省研修所（MATIs）を活用しながら、ガイドラインの普及のための研修

実施を支援する。同省政策計画局は、DITSと協力し、DIDFを含むASDPバスケットファンド

の調整を行う。 

 

（４）協力期間 

本技術協力プロジェクトの協力期間は、日本人専門家の到着日から3年間とする。 

 

３－２ プロジェクトの枠組み 

本技術協力プロジェクトの枠組みは、PDM（付属資料３）、活動計画（PO）（付属資料５）のと

おり。 

本枠組みは、両者が討議議事録（R/D）に署名することにより確定される。 
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（１）協力の目標（アウトカム） 

協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 

１）【プロジェクト目標】 

全7灌漑ゾーン事務所及び全県の灌漑技術者、選定灌漑地区の灌漑組合（IO）の灌漑事業

実施能力が強化される。 

【指標】 

1 ｢DADPs包括的灌漑事業ガイドライン｣（G/L）に沿って完工した灌漑地区の面積が××

ha以上になる。 

2 G/Lに沿って適切に維持管理された灌漑地区の割合が××％から××％へ増加する 

*指標2については、チェックリスト等を作成・運用し、適切な維持管理状況を確認する。 

２）【上位目標】 

DADPsによる灌漑開発が改善・推進される。 

【指標】 

開発された灌漑面積/年間（新規開発及びリハビリを含む）が、××haから××haへ増加する。 

 

（２）成果（アウトプット）と活動 

１）成果1：｢DADPs包括的灌漑事業ガイドライン｣（G/L）に沿った灌漑ゾーン事務所及び県

灌漑技術者による灌漑開発の実施（計画立案、組織設立、F/S、設計、入札、契約管理及び

施工管理）支援体制が強化される。 

【活動】 

1-1. 灌漑開発の実施にかかるG/Lの普及・定着のため、講師となる灌漑ゾーン事務所技術

者への研修を実施する（主に研修未実施の3灌漑ゾーンが対象）。 

1-2. 灌漑ゾーン事務所技術者により県灌漑技術者に対する研修を実施する（主に研修未

実施の3灌漑ゾーンが対象）。 

1-3. DIDF申請案件の選定/優先順位づけプロセスにおいて、灌漑ゾーン事務所を支援する。 

1-4. 実施承認案件の中から施工管理モニタリングのための灌漑地区を選定する（各灌漑

ゾーンに1カ所の灌漑地区選定を想定）。 

1-5. 選定灌漑地区において、灌漑ゾーン事務所からの指導を受けながら灌漑開発を実施

する県と灌漑組合を支援する。 

1-6. 選定灌漑地区において、実施された灌漑地区開発の結果を共有するためのワークシ

ョップを実施する。 

1-7. 選定灌漑地区での灌漑開発の実施を通じて得られた成果、課題及びその対応策を取

りまとめる。 

1-8. 灌漑地区開発のモニタリング・報告プロセス・仕組みを改善する。 

1-9. G/Lに沿って実施された灌漑地区開発の結果に基づき、必要に応じてG/Lの修正/更新

を行う。 

【指標】 

1. G/Lに沿った灌漑開発の実施にかかる研修講師の数が増加する。 

2. G/Lに沿って全県より提出される灌漑事業実績報告書の数が××から××へ増加する。 

3. G/Lの内容について必要な修正/更新がなされる。 
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２）成果2：｢DADPs包括的灌漑事業ガイドライン｣（G/L）に沿った灌漑ゾーン及び県レベル

の灌漑技術者並びに灌漑組合（IO）の灌漑施設の維持管理実施支援体制が強化される。 

【活動】 

2-1. 灌漑施設の維持管理にかかる、G/Lの普及・定着のため、講師となる灌漑ゾーン事務

所及び県灌漑技術者に対する研修を行う（主に研修未実施の3灌漑ゾーンが対象）。 

2-2. 維持管理や灌漑組合育成に関して、県灌漑技術者へ指導者研修 （ToT）を実施する

灌漑ゾーン事務所を指導する。 

2-3. 建設された灌漑地区の中から維持管理モニタリングのための灌漑地区を選定する

（各灌漑ゾーンから1カ所の灌漑地区の灌漑組合選定を想定）。 

2-4. 選定灌漑地区において、維持管理や灌漑組合育成に関して、県灌漑技術者へ実施研

修（OJT）を行う灌漑ゾーン事務所を指導する。 

2-5. 選定灌漑地区において、灌漑ゾーン事務所の指導を受けながら灌漑地区を維持管理

する県と灌漑組合を支援する。 

2-6. 選定灌漑地区において、県灌漑技術者により灌漑組合に対して実施される研修の実

施支援をする。 

2-7. 選定灌漑地区で実施された維持管理事業の結果を共有するためのワークショップを

実施する。 

2-8. 選定灌漑地区での維持管理実施を通じて得られた成果、課題及びその対応策を取り

まとめる。 

2-9. G/Lに沿って実施された灌漑地区維持管理事業の結果に基づき、必要に応じてG/Lの

修正/更新を行う。 

【指標】 

1. 灌漑組合の組織育成・強化のために育成された講師の数が増加する。 

2. 運用計画、運用記録及び維持管理記録を有する灌漑組合の割合が××％から××％へ

増加する。 

3. G/Lの内容について必要な修正/更新がなされる。 

 

（３）投入（インプット） 

１）日本側 

・ 長期専門家：4名（総括/灌漑政策、灌漑施工監理、参加型灌漑維持管理/組織育成、業務

調整/研修促進） 

・ 短期専門家：活動計画に沿い、必要に応じて派遣する。 

・ 在外事業強化経費：実証事業実施、研修にかかる一部経費等 

・ 供与機材：車両、事務・測量機器（GPS）等 

・ カウンターパート研修：本邦あるいは第三国研修 

２）タンザニア国側 

・ タスクメンバー3の配置：約20名 

                                                        
3 前フェーズの「DADP灌漑事業ガイドライン策定・訓練計画」技術協力プロジェクトより先方がカウンターパートという名称

を避けてほしいという要望があり、本案件においてもこの名称を踏襲することで合意した。 
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・ 水・灌漑省、灌漑ゾーン事務所及び対象県における作業場所及び施設・機材 

・ ローカルコスト負担 

 

（４）外部要因（満たされるべき外部条件） 

１）前提条件 

・灌漑開発がタンザニア農業政策のなかでの優先分野としての位置づけが継続される。 

・対象地域の治安状況が維持される。 

２）成果達成のための外部条件 

・計画工事の完了予定期間に際し、予期せぬ雨期の変化が起こらない。 

・工期に建設資材の予期せぬ価格の高騰が起こらない。 

・灌漑用水が継続して供給される。 

３）プロジェクト目標達成のための外部条件 

・プロジェクトで研修を受けた灌漑ゾーン事務所スタッフ及び対象県灌漑スタッフが勤務

を続ける。 

４）上位目標達成のための外部条件 

・ドナーからのDIDF、ASDP共通基金への資金協力の現状の水準が持続される。 

 

３－３ プロジェクトの実施体制 

実施体制については、先行案件「DADP灌漑事業ガイドライン策定・訓練計画」と同様、水・灌

漑省が、日本人専門家並びにJICAの支援の下、プロジェクトの調整及び実施に係る全面的な責任

をもつこと、水・灌漑省灌漑技術サービス局長を委員長とする合同調整委員会（JCC）、同省灌漑

技術サービス副局長（灌漑担当）議を委員長とする運営委員会をそれぞれ設置する。 

 

（１）責任機関及び責任者 

本技術協力プロジェクトの活動は、水・灌漑省灌漑技術サービス局内の通常業務として主

流化され、中央、ゾーン及び県レベルでのタスクメンバーを任命し、日本人専門家と緊密に

協働する。本技術協力プロジェクト開始前に、同省灌漑技術サービス局がタスクメンバーの

業務指示書（TOR）を提案し、タンザニア・日本国側双方が合意することとする。 

 

（２）同調整委員会（JCC） 

本技術協力プロジェクトのタスクメンバー、日本人専門家、JICAタンザニア事務所代表及

びその他のNIDSC関係者は、水・灌漑省灌漑技術サービス局長が議長を務めるJCCを年1回及

び必要に応じて開催する。本JCCの目的は以下のとおり。 

毎会計年度、本技術協力プロジェクトの年間活動計画及び予算を承認すること。年間活動

計画及び予算は、日本人専門家の協力の下、サブ・コンポーネント担当官（SCO）である同省

同局長補（灌漑担当）により草案される。 

関係文書をレビューし、本技術協力プロジェクトの活動に係る全体進捗及び年間支出を確

定すること。主な関係文書は以下のとおり。 

① 全7灌漑ゾーン区におけるサブ・コンポーネント担当補佐官（ASCO）としてのゾーン灌

漑技術者により準備される年間報告書 
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② サブ・コンポーネント班により準備される半期報告書 

③ 監査のためにSCOにより準備される年間財務・会計報告書 

④ 本技術協力プロジェクトに関連する主な課題についてレビューし、意見交換を行うこと。 

 

（３）運営委員会 

灌漑ゾーン及び県レベルでのタスクメンバー、日本人専門家及びその他の関係者は、SCO

である水・灌漑省灌漑技術サービス副局長（灌漑担当）議長の下、運営委委員会を開催する。 

主な目的は以下のとおり。 

① 詳細活動計画を策定及び改善すること 

② 活動を監視、調整及び評価すること 

③ 活動の進捗を確認すること（それらは、サブ・コンポーネント班により準備される半期

報告書及びASCOとしてのゾーン灌漑技術者により準備される年間報告書に記載される） 

 

（４）実施灌漑地区の選定 

施工管理のための実施灌漑地区は、県灌漑開発基金（DIDF）配分が承認された地区の中か

ら選定されることする。維持管理のための実証灌漑地区は、各ゾーンで最近建設された地区

の中から選定されることとする。広範囲にまたがる灌漑ゾーン内において、県灌漑スタッフ

のアクセスにかんがみ、タンザニア政府は、各灌漑ゾーンに2つの実施地区、1つは建設/施工

管理のための地区、もう1つは維持管理のための実証地区とすることを提案した。しかしなが

ら、正確な実施地区の数については、技術協力プロジェクトが開始されてから協議・決定さ

れることとする。 

 

（５）灌漑ゾーン事務所（ZITSUs）の機動性に係るタンザニア政府からの要請 

タンザニア政府は、DADPs下の灌漑開発における県をバックストップするためのゾーンの

能力を強化するため、各灌漑ゾーンに2台の車両を要請した。調査団は、ZITSUsの能力強化の

重要性について理解した。予算枠組みの中で、JICA本部は本技術協力プロジェクトにかかる

供与車車台数を検討することとする。 
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第４章 5項目評価 
 

本技術協力プロジェクトの戦略及び設計を評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト及

び自立発展性）に応じて事前評価したところ、これらの評価結果により本技術協力プロジェクト

の実施は妥当であると結論づけられた。 

評価5項目による調査結果の概要は以下のとおりである。 

 

４－１ 妥当性 

以下の点に照らして本プロジェクトの妥当性は高いと判断される。 

（１）灌漑農業開発の対象地域・社会におけるニーズ 

タンザニア国農業は天水依存であるため、不規則かつ不安定な降雨の影響を受け、農業生

産も不安定かつ低収量を余儀なくされている。このため、灌漑開発は水供給を安定させ、生

産性を改善するための重要な手段である。また、人口増加に対応した主要穀物の需要を満た

すためには灌漑農業による収量増加と生産量の増大が不可欠である。 

 

（２）国家政策との整合性 

農業分野の発展を支える灌漑開発の促進は、タンザニア国側の政策〔成長と貧困削減のた

めの国家戦略（MKUKUTA）、農業セクター開発プログラム（ASDP）及び「農業第一（Kilimo 

Kwanza）」イニシアティブ〕の重要な柱の1つとして位置づけられており、本プロジェクトの

目標及び活動内容はタンザニア国の掲げる政策、戦略と合致しており、高い整合性がある。 

 

（３）国別援助計画及び事業実施方針との整合性 

わが国は、2008年に策定された国別援助計画のなかの「成長と所得貧困の削減」において、

インフラ支援とともに農業を掲げており、本案件で対応する灌漑人材の育成を明記している。

また、TICAD IVのアフリカ開発会議やCARDでは灌漑開発及び稲作振興を掲げており、稲作

灌漑開発を推進する当案件の実施意義は高い。 

 

４－２ 有効性（目標達成の見込み） 

（１）灌漑開発事業においては、事業を適切に実施（計画立案、組織設立、F/S、設計、入札、契

約管理及び施工監理）するだけでなく、整備後に施設を維持管理することが重要である。本

プロジェクトでは、G/Lに沿って維持管理まで含む一連の灌漑開発事業実施において、灌漑ゾ

ーン事務所の設計・施工管理能力、県灌漑技術者の灌漑計画、調達及びモニタリング能力、

並びに灌漑組合の施設維持管理能力強化をめざす。 

 

（２）灌漑ゾーン事務所の灌漑技術者に対し指導者研修（ToT）を行い、先行案件「DADP灌漑事

業ガイドライン策定・訓練計画」で作成されたG/Lを当該ゾーン事務所が所管する県の灌漑技

術者に対して研修することにより、研修の直接受益者である県レベルの技術者のみならず、

研修講師となる灌漑ゾーン事務所の能力も併せて強化されるようなアプローチがとられる。 
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（３）県農業開発計画（DADPs）の下で、G/Lに記載された灌漑開発プロセスに沿って技術･専門

性を付加するため、県灌漑技術者が獲得した知識及び技術の十分な活用が見込まれる。 

 

４－３ 効率性 

（１）本プロジェクトは、先行案件である「DADP灌漑事業ガイドライン策定・訓練計画」を受け

て実施されるものである。右案件で策定された「DADPにおける灌漑ガイドライン」、ガイド

ラインの研修実施の経験、またG/Lの作成のために実施した実証工事からの知見を活用するこ

とが可能であり、効率的な協力の実施が見込まれる。 

 

（２）タンザニア国においては、灌漑稲作技術を全国の灌漑地区に普及し稲作生産性を向上する

ことを目的としたJICA技術協力プロジェクト｢灌漑農業技術普及支援体制強化計画｣（2007～

2012年）が実施中である。本案件の実施により、灌漑開発や灌漑農業推進において、相乗効

果が期待できる。 

 

４－４ インパクト 

（１）プロジェクト目標である、灌漑事業の実施に係る灌漑事業関係者の能力が強化されること

で、灌漑事業の質の改善及び事業の拡大が図られ、具体的には灌漑面積の増加、灌漑施設の

質の改善、水管理及び効率性の改善、中長期的には農業生産性の向上及び農家の生活改善へ

貢献するという正のインパクトが期待される。また、小規模灌漑地区においては、主にコメ

の生産が行われており、灌漑開発の促進によるコメ生産量の増加はCARDの枠組みにおける

｢国家稲作振興戦略｣（NRDS）の目標達成へ貢献することが期待される。 

 

（２）灌漑事業推進による農業生産性向上をめざすタンザニア国政策の下、小規模灌漑事業実施

のための資金拠出は世界銀行など他ドナーにより拡充される見込みであり、わが国からの資

金協力支援も検討されている。本プロジェクトによる灌漑事業関係者の能力強化により、灌

漑事業資金が有効活用され、本プロジェクトの上位目標である｢DADPsによる灌漑開発の改

善・推進｣に貢献することが見込まれる。 

 

（３）自然環境破壊、水利権を巡る灌漑者間での利害対立などの負のインパクトについては、ガ

イドラインに記載されている戦略的環境アセスメント規制に従い、参加型灌漑地区選定・管

理を実施することにより最小化することが可能である。 

 

４－５ 自立発展性 

自立発展性につき以下の3つの観点から評価を行った結果、本プロジェクトの効果はプロジェク

ト終了後も継続されるものと見込まれる。 

 

（１）タンザニア国側の政策「成長と貧困削減のための国家戦略」（MKUKUTA）、「農業セクター

開発戦略」（ASDS）において、農業セクターへの支援及び灌漑開発への支援は優先課題であ

り、これらの政策は維持される可能性が高い。 
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（２）本プロジェクトは、先行案件「DADP灌漑事業ガイドライン策定・訓練計画」において策定

され、公式な政府文書となった｢DADPsにおける灌漑ガイドライン｣を活用し、政府職員への

OJTを通じたG/Lの定着を行い、円滑な灌漑事業実施に貢献することとしている。このため本

プロジェクトは、政府に内包化された制度の強化であり、プロジェクト終了後も実施機関に

より適切な灌漑事業が継続されることが見込まれる。 

 

（３）タンザニア国政府は灌漑地区開発及び灌漑技術者数の増加を推進している。タンザニア国

政府が灌漑開発事業を必要な人材を補充し継続的に実施することで、灌漑ゾーン事務所及び

県の灌漑スタッフの本プロジェクトで強化された能力は持続し、適切な灌漑事業が推進され

ると見込まれる。 

 

（４）新規及び改修のための灌漑事業実施予算は、世界銀行を含む他ドナーからの支援などによ

り確保される見込みであり、ASDPのプログラム実施期間である今後10年間は財政面での自立

的発展性への障害はない。また灌漑組合による灌漑施設維持管理も、本プロジェクトでの能

力強化、及び継続される予定の灌漑組合の支援を担う灌漑技術者の増加により、持続的な運

営がなされると見込まれる。 

 



付 属 資 料 

 

１．ミニッツ及び合同評価報告書 

 

２．面談録 

 

３．PDM（和文） 

 

４．PDM（英文） 

 

５．PO（和文） 

 

６．PO（英文） 

 

７．事業事前評価表 



















































































































































 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 


	表紙
	序文
	目次
	対象地域位置図
	写真
	略語表
	第１章 詳細計画策定調査の概要
	第２章 プロジェクト実施の経緯
	第３章 技術協力プロジェクトの基本計画
	第４章 5 項目評価
	付属資料
	１．ミニッツ及び合同評価報告書
	２．面談録
	３．PDM（和文）
	４．PDM（英文）
	５．PO（和文）
	６．PO（英文）
	７．事業事前評価表




